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大変ご無沙汰をいたしております。　
株式会社　総　務　部　　
代表　　村　　岡　　　利　　幸　
　　　　　　　　　　　事業方針変更のご案内
このたび私どもは、経済社会の事業環境激変に合わせて、事業方針を変更することといたしました。私どもは、日本経済に将来性のある生活文化型商品の産業にシフトするクライアント、これからグローバルに生活文化型商品産業を展開するクライアントに顧客層を絞りこみ、新時代にマッチした新事業に、貴殿の経営力が全力投球いただけるように、それを支援する事業方針に変更いたします。
そもそも、私ども株式会社総務部は、1990年、バブル経済崩壊と共に設立した企業でした。個別企業の間接部門定型業務をアウトソーシングしていただき、これを私ども専門家チームとスタッフが、作業の数量を集積することで質的向上（品質・納期・コスト）を飛躍的にはかることができた次第です。もちろん、顧客の不得意な作業とか困難な業務も、私どもの専門的技能でもって容易にこなすことが出来るようにしたものです。当初は、これがアウトソーシングとは気づかず、ＮＨＫの記者に教えられ、総務部門のアウトソーシング元祖となり今に至っております。私どもは、単なる人件費やコストの削減に留まる様なものではないことから、何かに付け企画提案もできましたし、あらゆる総務部門の相談も受けることができました。
今や、繁栄していたとされた大手企業は、軒並み日本国内での経営が困難となり海外進出をせざるを得ない事態となりました。加えて海外進出したところで、グローバルな多国籍企業との企業間競争にさらされることから、その多くの大手企業は外資に吸収される道を歩みつつあります。大手企業の進出に伴い協力会社として成長した企業も、海外進出を迫られ、海外での新規取引先を確保しない限り先行きの見通しがない事態に陥りつつあります。
この事態を招いた原因は、ひとえに「高付加価値製品＆高水準サービス」の商品提供のための技術向上・技能育成に手を抜いたからにほかならないと、私どもは考えております。とりわけ、大手企業が利回り優先の金融資本投資に走り、中高年技術者をリストラし新興国企業に追いやったこと、派遣社員を増加させ技能育成を怠ったことで、日本の商品力が激減、これを１２年間ほど継続した結果だと考えざるを得ないのです。
私どもは、今後の主力となる、「生活文化型商品の事業」又は「最終消費が生活文化型に至る事業」へとシフトする、貴社を支援させていただきたく存じます。つきましては、総務部門や人事部門といった枠にとらわれず、適切人材の育成確保と配置も含め、何なりと相談いただければと存じます。真のアウトソーシング企業は、専門的作業にとどまらず、コンサルティングもアドバイスも同時にこなすことができますから、共に日本経済の将来を開拓するため、貴社からお気軽にお話をいただき、私どもは総務人事の専門分野を踏まえた提言・建議をし、貴社の支援をさせていただきたく存じます。
早　々
【　参考資料　】
従来型の産業イメージは、工業文化型であり、とくに日本の特徴は模倣製品製造を工業化したと分析されます。これを新興国企業に即刻真似されたにとどまらず、先に説明しましたように技術者技能者がいなくなって、昔のように新興国企業に対抗出来る足腰が大手企業に無くなった事が、現在の結末にほかなりません。ところが、金融資本投資に影響されなかった企業や個人（借金を解消又は無借金）には、企業会計帳簿には表現されない経営資産が大量に存在しています。それは物品在庫であり総合的経営能力（大手の場合は分割的能力）の蓄積です。そしてこの経営資産の活用こそが、次代産業の柱を支えることになります。イギリス、フランス、イタリアあるいは北欧諸国が高度経済成長時代のインフラを活用し、生活文化型商品産業を世界に展開していることが証拠でもあります。あまりにも日本はアメリカ型旧式の工業文化に、考え方がとらわれきっているのではないでしょうか。
産業分類とは、多くの方が習ったものは、第１次産業、第２次産業、第３次産業といった分類です。最近ではこれを串刺しにたし合わせた「第６次産業」なる用語も流行しています。この産業分類は１９４１年に、イギリスの経済学者コーリン・クラークが提唱したものですが、百年に１度の経済危機を乗り越えるためには、違った考え方をしてみる必要があると思います。
（1） 事業を営み・流通させ・組織化する産業
（2） 創造性や創意工夫でもって商品をイノベーションする産業
（3） 標準化された規格品の量産と低価格をイノベーションする事業
（4） 環境、保健衛生、生命安全の基盤を守る事業
こういった産業分類を考えることも、民間事業や公共事業を問わず必要ではないでしょうか。また、それほどに第１次～第３次の産業分類が相互複雑に絡み合って区別できない産業構造となっているのです。これが、70年後である2011年の実態事実だと思います。
だとすると、この４つの産業分類に合わせて経営戦略と人材確保を企画立案することの方が適切と考えられるわけです。ＩＣＴ産業革命が急進行中でもあり、なおさらかと思います。
ちなみに世界には、日本円で１億円以上の預金を持つ富裕層が１億人程度といわれ、この人たちは日本の高級電化製品、生活文化型商品（アニメ、ファッション、農産畜産物）にこぞって興味を示しています。日本国内の企業が、この富裕層に販路を見いだして「高付加価値製品＆高水準サービス」の商品提供を行えば、日本企業の商品づくりに存在する潜在的「固有価値」が、ブランドその他の型として発揮されることは間違いありません。大量生産されてはいないものの、実にそういった商品こそがグローバル多国籍展開されています。日本国内でしか消費できない商品（衣食住関連）は国内企業の市場です。その生活文化型商品が国内需要急増となり、これがグローバル多国籍展開の収益商品として量産化の道を歩みます。国内に富裕層は百万人しか住んでおらず、中国には４千万人、残り６千万人が世界中に散在するとされています。ここに商社を活用して直取引を行えば産業化することとなります。
学問的には、使用価値や交換価値とともに、「固有価値」は如何に商品価格決定に反映するかの解明が待たれています。生命維持さえできればよい商品と、意欲・感動・希望につながる商品の違いでもあるのです。ここに生活文化型商品の経済が長続きする収益商品として産業することとなります。今のところまだまだ大手や地場産業を問わず、テレビや雑誌で宣伝されている生活文化や感性文化を取り入れた商品群は趣味的であり短命ですが、この「固有価値」の価格解明がなされればイノベーションされ、趣味的商品から生活文化型商品への転換がなされ、量産化されることにより企業経営が成り立ち産業化することは間違いありません。
固有価値は企業ごとに存在しています。この固有価値が、商品や業務に対して大いに実現するための経営方針・組織体系・人材確保を固めることによって、国内での購買需要は急増すると確信できます。改めて、販路とマーケティングの手法も確立されることとなります。
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